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４．広域浜プランとの連携について（最新の認定情報を記載。第2期、第3期認定前の場合、認定日に「策定中」と記載。広域委員会名のみ記載）

認定（予定）日 認定番号

５．

（１）競争力強化型機器等導入緊急対策事業　　※２回目申請者は、これに✔記載し、下記表に事業内容を記載

（２）漁業経営セーフティーネット構築等事業のうち省エネ機器等導入推進事業（平成25年度～26年度）

（３）漁業経営体質強化機器設備導入支援事業（平成23年度～令和８年度）

（４）水産業体質強化総合対策事業のうち沿岸漁業等体質強化緊急対策事業のうち漁業経営体質強化対策事業のうち

　　体質強化グループ活動支援事業（平成21年度～23年度）

６．

該当に✔クリック

平成27年度～令和７年度の補正予算で実施した（１）に掲げる本事業により機器等を導入した者（※２回目申請者）、及び（２）～（４）

に掲げる事業により導入した機器等の処分制限期間が経過していない事業実施者は、該当する事業に☑を付した上で、当該事業について

記入すること（該当しない場合は記入しないこと）。

広域委員会（調整協議会）の名称 広域浜プラン（予定）の概要

（注）１ 認定（予定）日欄及び認定番号欄については、参加する広域委員会が水産庁長官から受領した承認通知書の日付と文書番号を記入すること。

　　　２ 広域浜プランの（予定）概要欄には、所属する広域委員会が策定したまたは策定しようとする広域浜プランの（予定）概要のうち、本事業に 

　　　  関連する内容を簡潔に記載すること。ただし、広域浜プランの（予定）概要のうち本事業に関連する内容が分かる資料を所属する広域委員会

　　　  または地域再生委員会が作成した場合には、当該欄には「別紙のとおり」と記載し当該資料を添付することができる。

　　イ：後継者（生計を共にする親族）が補助条件を継承

事業実施者

（グループ名）
事業年度 助成を受けた機器 導入年月日

70歳以上の事業実施者は、本事業で導入する機器等の処分制限期間内において、病気やけが等の理由で、本事業の実施が困難な事態が

発生した場合について、当該機器等の取扱方針を記入すること。

（なお、実際に発生した場合は、業務要領第９条に基づき、事業実施主体と協議し、変更の承認を受けなければならない）。

機器等の取り扱い方針 備考

①機器等を継続して使用

　　ロ：事業実施者が所属する漁協の他の組合員に譲渡

　　ハ：所属する広域委員会又は地域再生委員会の者に譲渡

②（上記以外の場合は、備考欄にその旨を記載すること。）

記 入 例

浜の活力再生広域プランの最新更新情報（第１～３期）を記載してください。
「策定中」「承認待ち」の場合は、「認定（予定)日」欄にその旨を記載してください。広域委員会名は必ず記載してください

過去に実施した事業に 記載。機器事業の2回目の申
請の場合は、（１）に し、表内に実績内容を記載

計画申請時に70歳以上
の申請者のみ
該当欄に 印記載（クリック）

広域浜プランは、年度内までに認定または更新が完了してください。年度内に認定されていない場合、助成金返還となる
ことがあります。「策定中」「承認待ち」の広域浜プランは、各都道府県庁の水産担当課にご確認ください


